
 

大分県庁舎内壁面広告掲載に関する契約書（案） 
 

 大分県知事 佐藤樹一郎（以下「甲」という。）と                    
（以下「乙」という。）は、大分県庁舎内壁面（以下「庁舎内」という。）における広告掲

載について、次のとおり契約を締結する。 

 

（目的） 

第１条 乙は、この契約書のほか、別紙「大分県庁舎内広告掲載要綱」（以下「要綱」と 
いう。）、「大分県庁舎内広告掲載要領」（以下「要領」という。）及び「仕様書」に基 
づき、庁舎内に広告の掲載を希望する広告主を募集するとともに、甲が管理する庁舎内 
に広告を掲載し、甲に対し、その対価を支払う。 

２  乙は、甲の指示に従い、善良なる管理者の注意義務を以て業務を行わなければならな 
い。 

 

（契約期間） 

第２条 契約期間は、契約締結の日から令和８年３月３１日までの間とする。なお、広告 
掲載期間は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの間とする。 

 

（広告枠数及び契約金額） 

第３条 広告枠数は、２１枠とし、契約金額は           円とする。 
 

（契約保証金） 

第４条  乙は、契約金額（消費税相当額を含む。）の１００分の１０以上の契約保証金を 
納付するものとする。ただし、次の各号の一に該当する場合は、契約保証金の全部又は 
一部の納付が免除される。 

（１）契約者が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

（２）過去２年間に国（独立行政法人通則法第二条第一項に規定する独立行政法人及び国

立大学法人法第二条第一項に規定する国立大学法人を含む。）又は地方公共団体（地

方独立行政法人法第二条第一項に規定する地方独立行政法人を含む。）と種類及び規

模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、これらを全て誠実に履

行しているとき。 

 

（契約金の納付方法） 

第５条 乙は、庁舎内の広告掲載の契約金として、甲の発行する納入通知書により納付し 
なければならない。 

２ 乙は、契約金を納付期限までに納入しないときは、当該未支払額につき、遅延日数に 
応じ、年２．５パーセントの割合で計算した額の違約金を甲に支払わなければならない。 

ただし、違約金の総額が１００円に満たない場合はこの限りではない。 
 



 
（契約金の減額） 

第６条 甲は、甲が認める自然災害等特別な理由により契約金を減額する場合は、減額す 
る金額を日割り計算により算出するものとする。ただし、当該金額には利息を付さない。 

 
（協議による契約の解除） 

第７条 甲は必要があるときは、乙との協議の上、この契約の全部若しくは一部を解除し、 
内容を変更し、又は履行を中止することができる。 

 

（甲の解除権） 

第８条 甲は、乙が次の各号の一に該当する場合は、この契約を解除することができる。

（１）契約の締結及び履行に関し、不正な行為があったとき 

（２）履行期限までに履行の完了の見込みがないとき 
（３）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団（同法第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と密接な関係を有す

る者と認められたとき 

２ 前項の場合において、乙に損害を生ずることがあっても、甲はその責任は負わないも 
のとする。 

 

（乙の解除権） 

第９条 乙は、甲が次の各号の一に該当する場合は、この契約を解除できるものとし、こ 
のために甲に損害が生じてもその責を負わないものとする。 

（１）仕様の大幅な変更により、契約の目的を達成することができないとき 

（２）甲の責めに帰すべき事由により契約を履行することができないとき 

 

（損害賠償） 

第１０条 乙はその責めに帰すべき事由により、この契約に定める事項を履行せず、甲に 
損害を与えたときは、その損害に相当する金額を甲に賠償しなければならない。 

 

（権利、義務の譲渡の禁止） 

第１１条 乙は、甲の承認を得ないで、この契約にかかる権利又は義務を第三者に譲渡し、 
若しくは担保に供し、又は引き受けさせてはならない。 

 

（下請けの禁止） 

第１２条 本契約に係る一括下請けは認めない。ただし、甲の承認を受けた場合はこの限 
りではない。 

 

（契約の費用等） 

第１３条 この契約の締結に必要な費用は、乙の負担とする。 



（秘密の保持） 

第１４条 乙は、業務の実施に関し知り得た秘密を本契約中はもとより、本契約終了後と 
いえども第三者に漏らしてはならない。 

 

（危険負担） 

第１５条 契約締結後、広告掲載開始日までに甲、乙の双方の責めに帰することのできな 
い理由により発生した損害については、一切、乙の負担とする。 

 
（定めのない事項） 

第１６条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲、乙 
協議して定めるものとする。 

 

 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれその

１通を所持する。 

 

 

    令和   年   月   日 

 

                      

                甲       大分市大手町３丁目１番１号 

     

                     大分県知事  佐藤 樹一郎 

 

 

                                           
                                乙         
 

                                           


